
 

                          

 

 

 

 

 

 

 

                  

                        

 

 

                   

                         

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

意見書 

平成２５年８月９日 

総務省 総合通信基盤局 

電気通信事業部 料金サービス課御中 

郵便番号 １０５－０００１ 

とうきょうとみなとくとらのもん

 住  所 東京都港区虎ノ門２－１０－１ 

氏  名 イー・アクセス株式会社 

だいひょうとりしまりやくしゃちょう

代表取締役社長 エリック・ガン 

連絡先 

mail： 

TEL 

FAX 

「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」改正案に関し、別紙のとお

り意見を提出します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

この度は、「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」改正案に関し、意見を申し述べる機会をいただき、誠にあり

がとうございます。 

以下、当社の考え方を申し述べます。 

頁 改正案 意見 

6 （３）接続料の構成 

～略～ 

イ 音声接続機能に係る接続料原価、利潤及び需要は、適正な方法により設備

区分等に帰属させる。設備区分等は、次の①から⑩までに掲げる設備区分等に

よるほか、適正な区分を設定する。 

① 第二種指定端末系交換設備 

② 第二種指定中継系交換設備 

③ 第二種指定中継系交換設備間の伝送路設備 

④ 第二種指定端末系無線基地局 

⑤ 第二種指定端末系無線基地局と第二種指定端末系交換局間の伝送路設備 

⑥ 信号用伝送路設備 

⑦ 信号用中継交換機 

⑧ 携帯電話の端末の認証等を行うために用いられるサービス制御局 

⑨ 他の電気通信事業者の電気通信設備と①～⑧との間に設置される伝送路設

備 

⑩ 設備への帰属が認められないもの 

本改正案は、平成 25 年 6 月に取り纏められた「モ

バイル接続料算定に係る研究会」における報告書に基

づき、モバイル接続料の適正性、検証可能性及び公平

性を確保する観点から、新たに設備区分別算定が設定

されたものと理解しております。 

しかしながら、二種指定事業者以外の事業者は、接

続料算定における会計が二種指定事業者と同等なレ

ベルで整備することが過度な負担となる可能性が高

いため、考慮していただく必要があると考えます。 

また、このことが要因となって、事業者間協議にお

ける合意形成の障壁となることを強く懸念しますの

で、事業者の実態や状況に応じて設備区分を設定でき

る運用が合理的だと考えます。 
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10 別表第３ 

～ 
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（注１） 音声接続機能について作成すること。 

（注２） 同一設備区分の設備であっても、需要が異なる設備については区分

して記載すること。 

以上
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